










































































































































































のに対して、①被災日（2011 年 3 月 11 日）より
2012 年 3 月 31 日までは最大 6 万円、② 2012 年 4
























生活費として、① 1 世帯当たり 10 万円、単身世
帯の場合は 5 万円、②児童生徒のみで避難してい
る場合、2 人以上は 10 万円、1 人は 5 万円を支給
している〔富山県受入避難者支援金〕。
岐阜県は、2011年8月に1世帯につき5万円（単
身世帯は 3 万円）に加え、高校生以下の子ども 1
人につき 1 万円、2011 年 12 月に 1 世帯につき 3
万円（単身世帯は 1 万 5000 円）に加え、高校生



























砂川市：　	生活支援一時金給付 1 家族 10 万円。




だし、2 人目から 1 名につき 1 万
5000 円加算）。
北広島市：生活支援一時金（1 世帯 10 万円）。
石狩市：　	家屋倒壊や避難指示等により市内に
避難された方に生活応援資金を給付
（1 万円 /1 人）。










活支援一時金を給付（1 世帯 10 万
円）。世帯主を含む世帯員が 2 名以
上の場合は、2 人目から 1 名につき
1 万 5000 円を加算する。
紋別市：　	市内の公営住宅、おためし暮らし住
宅、民間アパート居住者に対する生
活基盤支援金の支給（10 万円 /1 世
帯）。市内の実家及び知人宅等への
避難生活者に対し、災害見舞金を支




万円、3 人の世帯 15 万円、2 人まで
の世帯 10 万円）を支給する。












費用として、1 人当たり 5 万円（小学生以下は 2
万 5000 円）を支給（1 回限り）。
生活支援金：当分の間の生活費用として、1 人
当たり 5 万円（実家または親族宅に滞在するとき





し、1 世帯当たり 25 万円を上限（1 回限り）。
子育て支援金：0 歳児から 18 歳に達する日以
後の 3 月 31 日までの間にある児童の養育費用と































































年 3 月 25 日成立）、愛媛県東日本大震災被災者等
支援基金条例（2011 年 4 月 8 日成立）等があるし、
市町村レベルでは、草加市被災者支援基金条例
（2011 年 6 月 16 日成立）、久喜市東日本大震災被















































索 で き る「 復 旧・ 復 興 支 援 情 報 」（http://www .








3）	 	 朝日新聞 2012 年 2 月 7 日（朝刊）「住宅新築、
565 万円補助、岩手県、震災被災者を支援」。
4）	 	 朝日新聞 2011 年 7 月 1 日（朝刊　茨城全県）「住
宅全壊世帯に茨城県牛久市が 100 万円　独自支援制
度創設」。
5）	 	 朝日新聞 2011 年 11 月 18 日（朝刊）「借地料を実
質無料化　仙台市集団移転の市有地」。
6）	 	 朝日新聞 2012 年 1 月 15 日（朝刊）「（住再生　大
震災の課題：上）成否握る自宅跡地の額」。




年 8 月 11 日現在）。
9）	 	 朝日新聞 2011	年 3	月 23	日（朝刊・大阪版）「避難、
身一つでも　受け入れ自治体、家賃無料など支援工
夫　東日本大震災」。
10）	 http://www .city .takahashi .okayama .jp/reiki_int/
reiki_honbun/r0521083001 .html
11）	 朝日新聞 2011 年 5 月 30 日（朝刊・ちば首都圏）
「液状化救済に 30 億円超　浦安市の独自策、豊富な
資金力投入　東日本大震災／千葉県」。
12）	 朝日新聞 2011 年 4 月 4 日（朝刊・滋賀）「被災地
から避難次々　増加・長期化どう対応　東日本大震
災」。
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